
埼玉県 権限移譲対象事務 事務概要調書
（保健・医療・福祉分野）

埼玉県 企画財政部 地域政策課 総務・自治連携担当



No 事務の名称 No 事務の名称 No 事務の名称

４４ 障害児福祉サービス事業者の指定等 ６１ 照射録の提出、検査に関する事務 ８１ 介護老人保健施設の開設許可等

４５ 指定障害児事業者等に対する勧告等 ６２ あへんの輸入等の許可申請の受理等 ８２ 感染症発生動向調査事業の指定届出機関等の指定

４６ 指定障害児入所施設の設置者等に対する報告徴収等 ６３ 医薬品販売業の許可等 ８３ 障害福祉サービス事業・障害者支援施設等の指定等

４７ 乳幼児の一時預かり事業の届出受理等 ６４ 地域密着型サービス事業等の届出受理等 ８４ 指定障害福祉サービス事業者に対する勧告等

48.1 児童福祉施設（保育所・児童館）の設置認可等（保育所） ６５ 老人居宅生活支援事業開始の届出受理等 ８５ 指定障害者支援施設等の設置者に対する勧告等

48.2 児童福祉施設（保育所・児童館）の設置認可等（児童館） ６６ 老人デイサービスセンター等設置の届出受理等 ８６ 指定一般相談支援事業者等に対する勧告等

４９ 認可外保育施設の報告徴収等 ６７ 養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等 ８７ ふぐ処理施設の認定等

５０ 認可外保育施設の届出受理等 ６８ 有料老人ホームの設置届出等 ８８ 埼玉県受動喫煙防止条例に関する届出受理等

５１ あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等の施術所開設に係
る事務

６９ 戦傷病者に対する補装具の支給等

５２ 民生委員の指揮監督 ７０ 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付

５３ 病院の開設許可等 ７１ 母子家庭等日常生活支援事業の届出受理

５４ 診療所の病床の設置許可等 ７２ 柔道整復師の施術所の届出受理等

５５ 医療法人の設立認可等 ７３ 建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録等

５６ 死体保存の許可 ７４ 動物取扱業の登録等

５７ 身体障害者手帳の再交付 ７５ 動物の飼養等に係る生活環境保全の勧告等

５８ 郵便による不在者投票制度の障害程度の証明 ７６ 特定動物の飼養許可等

５９ 精神障害者保健福祉手帳の再交付 ７７ 野犬の収容等

60.1 社会福祉事業の許可等（社会福祉事業） ７８ 動物による事故の届出受理等

60.2 社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム等） ７９ 喀痰吸引等事業者の登録

60.3 社会福祉事業の許可等（地域子育支援拠点、ファミリー・サポー
ト・センター、利用者支援事業）

８０ 介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等

目次 目次へ

重点



事務No 障害児福祉サービス事業者の指定等44

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容 児童福祉法に基づく障害児通所支援事業及び障害児入所施設の指定、更新、変更、廃止、指定の取消等及び、指定等の公示を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

障害児通所支援事業の指定（法第21条の5の15第1項） 142件
障害児通所支援事業の変更申請（法第21条の5の20） 885件
指定の取消（法第21条の5の24） 0件
障害児住所施設等の指定（法第24条の2第1項） 0件
障害児入所施設等の指定の取消（法第24条の17） 0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実態を熟知している市町村が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

指定障害児事業者に対する勧告命令及び立入検査等（事務№４５）
指定障害児入所施設の設置者等に対する報告命令及び立入検査等（事務№４６）

想定される事務量
（年間処理件数）

障害児通所支援及び障害児入所施設の指定については、年140件程度。

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし

目次へ



説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル 埼玉県障害者支援課ＨＰに、指定の手引きや申請書類等を掲載

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 第2項第1､2､4号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３８市）

県担当課（本庁） 福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（０４８－８３０－３３１７）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 障害児福祉サービス事業者の指定等44

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 指定障害児事業者等に対する勧告等45

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容 児童福祉法に基づき、指定障害児通所支援事業者等に対して、法令違反があるときに必要な勧告、命令等を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

指定障害児通所支援事業所等に関する勧告（法第21条の5の23第1項） 0件
勧告に従わなかった時の公表（法第21条の5の23第2項） 0件
勧告に係る措置を取るべきことの命令（法第21条の5の23第3項） 0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実態を熟知している市町村が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

障害児福祉サービス事業者の指定等（事務№４４）
指定障害児入所施設の設置者等に対する報告徴収等（事務№４６）

想定される事務量
（年間処理件数）

指定基準違反や不正請求等の事案が生じた場合に事務が発生

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

２名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし

目次へ

市



説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 第2項第1､4号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３８市）

県担当課（本庁）
福祉部 福祉監査課 総務・障害施設・事業担当（048-830-3554）
福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（048-830-3317）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 指定障害児事業者等に対する勧告等45

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 指定障害児入所施設の設置者等に対する報告徴収等46

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容
児童福祉法に基づき、指定障害児入所施設の設置者等に対して報告や帳簿書類の提出等を求めること及び職員に対する質問、事業所への立ち入りを行い、法令違反があるときに必要な勧告、命
令等を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

指定障害児入所施設の設置者等に対する報告徴収（法第24条の15第1項）0件
指定障害児入所施設の設置者に対する勧告（法第24条の16第1項）0件
勧告に従わなかったときの公表（法第24条の16第2項）0件
勧告に係る措置を取るべきことの命令（法第24条の16第3項）0件
命令をした旨の公示（第24条の16第4項）0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実態を熟知している市が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

障害児福祉サービス事業者の指定等（事務№４４）
指定障害児事業者等に対する勧告等（事務№４５）

想定される事務量
（年間処理件数）

定期的な実地指導 １件～数件
その他の検査 指定基準違反や不正請求等の事案が生じた場合に事務が発生

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

２名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし

目次へ



説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 第2項第1､4号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）

移譲済市町村（条例） １市（和光市）

県担当課（本庁）
福祉部 福祉監査課 総務・障害施設・事業担当（０４８－８３０－３５５４）
福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（０４８－８３０－３３１７）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 指定障害児入所施設の設置者等に対する報告徴収等46

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 乳幼児の一時預かり事業の届出受理等47

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容
○一時預かり事業を行う事業者からの届出に対し、関係法令等（設備運営基準を規定）に適合していることを確認して受理する。
○設備運営基準を維持するため、事業者に対する報告徴収又は立入検査等を必要に応じて実施する。
○設備運営基準違反に対する必要な措置命令、不当な行為があった場合の事業制限・停止命令を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

一時預かり事業の届出 ８２件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

一時預かり事業は、「地域子ども・子育て支援事業」として位置付けられ、子ども・子育て家庭を対象とする事業として、市町村が地域の実情に応じて実施している（子ども・子育て支援法第
５９条）。このことから、届出受理をはじめ、報告徴収や立入検査等の権限について市町村へ移譲することで、一貫した対応が迅速かつ的確にできる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

【事務の名称】№48児童福祉施設（保育所）の設置認可等
【理由】一時預かり事業は、保育所等の専門性を活かして保護者の育児に伴う心理的、肉体的負担を解消するものである。ひいては、その保育所に係る広範な権限を有することが適当である。

想定される事務量
（年間処理件数）

届出受理 ０～数件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

保育主管課の職員で対応可能

必要な条例・規則等 なし

目次へ



説明会・研修会等 個別相談

事務処理マニュアル

人的支援（職員派遣等）

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 第2項第3号

条例移譲の目安 市町村（４０市２２町１村）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市（３市）

移譲済市町村（条例） ７市１町（未移譲 ２９市２１町１村）

県担当課（本庁） 福祉部 こども支援課 保育政策担当（０４８－８３０－３３２８）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 乳幼児の一時預かり事業の届出受理等47

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 児童福祉施設（保育所・児童館）の設置認可等（保育所）48.1

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容

○設置認可申請に対し、関係法令及び県条例（最低基準を規定）に適合していることを確認して認可する。
○最低基準を維持するため、設置者に対する報告徴収又は立入検査等を必要に応じて実施する。
○最低基準違反に対する改善勧告・命令、児童に著しく有害な場合の事業停止命令等を行う。
○児童福祉法及び同法に基づく命令又は処分に違反した場合に設置認可の取消を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・保育所の設置認可 １４件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

保育所については、市町村における保育の必要量に基づいて整備している。また、平成27年度から「子ども・子育て支援新制度」が始まり、市町村が保育所について、委託費を支払う施設と
して確認（子ども・子育て支援法第３１条）を行っている。このことから、保育所の設置認可等の権限について市町村へ移譲することで、一貫した対応が迅速かつ的確にできる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

【事務の名称】№47乳幼児の一時預かり事業の届出受理等
【理由】一時預かり事業は、保育所等の専門性を活かして保護者の育児に伴う心理的、肉体的負担を解消するものである。その届出受理等を同時に実施することが適当である。

想定される事務量
（年間処理件数）

設置認可 ０～数件
施設監査・運営指導 ０～数件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

保育主管課の職員で対応可能

必要な条例・規則等
施設設備等の基準は県条例による。
児童福祉審議会設置条例を制定していない市は、当該条例の制定が必要である。
児童福祉法施行細則（届出書や認可書の様式等を規定）の制定が必要である。（設置認可に関する基準については、要綱等で定める必要がある）

目次へ



説明会・研修会等 個別相談

事務処理マニュアル
「保育所設置認可申請書作成の手引」
「埼玉県保育所認可基準」
「埼玉県社会福祉施設等指導監査実施要綱」

人的支援（職員派遣等）

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 2項5号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市（３市）

移譲済市町村（条例） ４市（未移譲 ３２市）

県担当課（本庁） 福祉部 こども支援課 保育政策担当（０４８－８３０－３３２８）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 児童福祉施設（保育所・児童館）の設置認可等（保育所）48.1

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 児童福祉施設（保育所・児童館）の設置認可等（児童館）48.2

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容
○児童福祉法は、次代の社会の担い手である児童の健全育成と福祉の積極的増進を基本精神とする、児童福祉に関する基本的な法律。
○この法律に基づき、児童福祉施設（民設児童館）の設置認可、報告徴収、質問及び立ち入り検査、停止命令、設置認可の取消を行うことができる。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

児童厚生施設については、市町村が経営又は委託を行っているものがほとんどであるため、市町村に権限を移譲することにより、迅速で適切な対応ができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

児童厚生施設の立入検査 １件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１名の人員配置（兼務）

必要な条例・規則等
施設設備等の基準は県条例による。児童福祉審議会設置条例を制定していない市は、当該条例を制定することが必要である。
また、移譲を受けるすべての市において児童福祉法施行細則の制定が必要である（届出の様式等を規定）。
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説明会・研修会等 市町村児童福祉主管課長会議等で説明。

事務処理マニュアル

人的支援（職員派遣等）

移譲後のフォローアップ 事務処理にあたっての相談等に、随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 2項6号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）

移譲済市町村（条例） ７市（未移譲 ３２市）

県担当課（本庁） 福祉部 こども支援課 放課後児童クラブ担当（０４８－８３０－３３２２）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 児童福祉施設（保育所・児童館）の設置認可等（児童館）48.2

市町村への支援

基礎データ
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事務No 認可外保育施設の報告徴収等49

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容

○児童の福祉のため必要があると認めるときは、認可外保育施設の設置者又は管理者から報告徴収又は立入調査を実施することができる。
○報告徴収又は立入調査の結果、必要があると認めるときは、施設又は運営の改善等の勧告を実施することができる。
○運営改善等の勧告に従わない場合は、その旨を公表することができるほか、必要があると認めるときは事業の停止又は施設の閉鎖を命ずることができる。
〇運営改善等の勧告又は事業の停止又は施設の閉鎖の命令をするために必要があると認めるときは、他の都道府県知事に情報の提供を求めることができる。
〇事業の停止又は施設の閉鎖の命令をした場合には、その旨を公表することができる。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

０件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地域の実情を熟知し、保育行政の主体である市町村が認可外保育施設に対する権限を有することにより、迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

保育所の設置認可等に係る事務の移譲を併せて受けることで、保育行政を総合的に行うことができる。

想定される事務量
（年間処理件数）

指導監督は認可外保育施設の全数に対して実施する。
問題事案等が発生した場合は、報告徴収又は立入調査を必要に応じて実施する。

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

保育主管課の職員で対応可能

必要な条例・規則等 児童福祉審議会設置条例を制定していない市町村は、当該条例の制定が必要である。
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説明会・研修会等 個別相談

事務処理マニュアル
「認可外保育施設指導監督の指針」（指導監督を実施するに当たり必要な手続き等を定めたもの）
「認可外保育施設指導監督基準」（指導監督に必要なノウハウ及び関係様式を定めたもの）

人的支援（職員派遣等）

移譲後のフォローアップ 事務処理にあたっての相談等に、随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 2項7号

条例移譲の目安 市町村（４０市２２町１村）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市（３市）

移譲済市町村（条例） ３６市２２町１村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 こども支援課 保育政策担当（０４８－８３０－３３２８）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 認可外保育施設の報告徴収等49

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 認可外保育施設の届出受理等50

事務の概要

根拠法令 児童福祉法

事務内容
○施設から開設届、変更届、休止・廃止届を受理する。
○施設の設置者が報告を義務付けられている運営状況の報告を徴収する（年１回）。
○毎年、当該報告に係る施設の運営の状況等を公表する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・施設からの運営状況の報告 ５０９件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地域の実情を熟知し、保育行政の主体である市町村が認可外保育施設に対する権限を有することにより、迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

保育所の設置認可等に係る事務の移譲を併せて受けることで、保育行政を総合的に行うことができる。

想定される事務量
（年間処理件数）

当該市町村内に存在する認可外保育施設から提出された届出を受理する。
毎年１回、当該報告に係る施設の運営状況等の報告を求め、公表する。

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

保育主管課の職員で対応可能

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 個別相談

事務処理マニュアル 「認可外保育施設指導監督の指針」（指導監督を実施するに当たり必要な手続き等を定めたもの）

人的支援（職員派遣等）

移譲後のフォローアップ 事務処理にあたっての相談等に、随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 2項8号

条例移譲の目安 市町村（４０市２２町１村）

移譲済市町村（法令） 指定都市・中核市（４市）

移譲済市町村（条例） ３６市２２町１村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 こども支援課 保育政策担当（０４８－８３０－３３２８）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 認可外保育施設の届出受理等50

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等の施術所開設に係る事務51

事務の概要

根拠法令 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律

事務内容

○ 【施術所の開設及び届出事項の変更】
施術所を開設した者は、開設後１０日以内に届出をしなければならず、当該届出を受理する事務を行う。また、届出事項の変更の際も同様とする。

○ 【施術所の休止、廃止及び再開】
施術所を休止、廃止、及び再開した場合は、その日から１０日以内に届出をしなければならず、当該届出を受理する事務を行う。

○ 【出張による業務の開始、休止若しくは廃止または再開】
専ら出張によって業務に従事する施術者は、その業務を開始したときは、届出をしなければならず、当該届出を受理する事務を行う。
その業務を休止若しくは廃止または再開した場合も同様とする。

○ 【立入検査】
必要な報告を提出させたり、構造設備もしくは衛生上の必要な措置がなされているかを立入検査できる。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○ 【施術所の開設及び届出事項の変更】 543件
○ 【施術所の休止、廃止及び再開】 141件
○ 【出張による業務の開始、休止若しくは廃止または再開】 128件
○ 【立入検査】 10件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元市町村が窓口となることで、開設者（事業者）の手続きに係る負担を軽減できる。
地域の実情を熟知する市町村が指導権限を持つことで、迅速な対応が可能になる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・柔道整復師の施術所の届出受理等
理由：業務の関連性が極めて高いため、合わせて移譲を受けることで施術所開設に係る総合的な指導が可能になる。

想定される事務量
（年間処理件数）

○施術所開設届の受理、変更届の受理 １０件～２０件程度
○施術所の休止、廃止及び再開の届出受理 ５件程度
○出張による業務の開始、休止若しくは廃止又は再開の届出の受理 ５件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員：保健・衛生担当に他業務との兼務で１名配置
資格・機器等：特になし

必要な条例・規則等 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律施行細則
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説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 毎年４月に実施している新任担当者研修会の資料をマニュアルとして配布する。

人的支援（職員派遣等）
県職員派遣の必要性は低い。
実務研修職員の受入れについては、移譲先市と協議の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は随時対応する。
毎年４月、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 3項

条例移譲の目安 施行時特例市（４市）

移譲済市町村（法令） 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３市）

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３９）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 地域保健推進担当

事務No あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等の施術所開設に係る事務51

市町村への支援

基礎データ
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事務No 民生委員の指揮監督52

事務の概要

根拠法令 民生委員法

事務内容 民生委員の指揮監督

主な移譲権限の
R4年度処理件数

６３市町村

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村は、民生委員法第１７条第２項に基づき民生委員に対し、職務に関し必要な指導をすることができることとなっており、「指揮監督権限」を移譲することにより、市町村による一体的か
つ機動的な指導助言が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

民生委員に関する苦情通報に対する対応 ２～３件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

現行体制のままで事務処理可能

必要な条例・規則等 特になし
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説明会・研修会等 移譲済のため特になし

事務処理マニュアル 随時相談に応じる。

人的支援（職員派遣等） 特になし

移譲後のフォローアップ 随時相談に応じる。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 8項

条例移譲の目安 全市町村（４０市２２町１村）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） ３６市２２町１村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 社会福祉課 総務・社会福祉担当 （０４８－８３０－３２２１）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 民生委員の指揮監督52

市町村への支援

基礎データ
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事務No 病院の開設許可等53

事務の概要

根拠法令 医療法

事務内容

○【病院の開設許可等に関する事務】（法第７条第１項） ：病院を開設しようとする者は、県の許可を受けなければならない。
○【病院の変更許可】（法第７条第２項） ：病院の病床数、病床の種別等を変更しようとする場合、県の許可を受けなければならない。
○【病院のエックス線装置の設置等届出受理】（法第１５条第３項）：病院にＸ線装置等を備えた場合は、県に届け出なければならない。
○【病院の使用前検査及び許可証の交付】（法第２７条） ：病院の構造設備について検査を受け、許可証の交付を受けた後でなければ、これを使用してはならない。
○【病院の開設許可事項一部変更届受理】（施行令第４条第１項） ：病院の開設者の住所、氏名等の変更が生じた場合は、その日から１０日以内に県に届け出なければならない。
○【病院開設届の受理】（施行令第４条の２条第１項） ：病院の開設許可を受けた者は、開設後１０日以内に、開設年月日、管理者の住所及び氏名等の所定事項を

県に届け出なければならない。
○【病院開設届出事項変更届の受理】（施行令第４条の２条第２項）：開設届出事項の管理者の住所及び氏名等変更が生じた場合は、その日から１０日以内に県に届け出なければならない。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○【病院の開設許可等に関する事務】（法第７条第１項） 4件
○【病院の変更許可】（法第７条第２項） 327件
○【病院のエックス線装置の設置等届出受理】（法第１５条第３項） 315件
○【病院の使用前検査及び許可証の交付】（法第２７条） 217件
○【病院の開設許可事項一部変更届受理】（施行令第４条第１項） 67件
○【病院開設届の受理】（施行令第４条の２条第１項） 5件
○【病院開設届出事項変更届の受理】（施行令第４条の２条第２項） 25件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元市町村が窓口となることで、開設者（事業者）の手続きに係る負担を軽減できる。
地域の実情を熟知する市町村が指導権限を持つことで、迅速な対応が可能になる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

次の移譲対象事務を合わせて移譲を受けることで、地域医療に係る指導を総合的に行うことができる。
・診療所の病床の設置許可等に関する事務
・医療法人の設立認可等

想定される事務量
（年間処理件数）

未移譲市なし

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

未移譲市なし

必要な条例・規則等 施設、従業者等の基準は県条例による。手数料条例、医療法施行細則
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説明会・研修会等 移譲予定市町村の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 毎年４月に実施している新任担当者研修会の資料（医務関係事務処理マニュアル含む）を配布

人的支援（職員派遣等）
県職員派遣の必要性は低い。
実務研修職員の受入れについては、移譲先市と協議の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。
毎年度４月、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 13項1号、2号

条例移譲の目安 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（法令） 指定都市（病院の開設許可のみ）

移譲済市町村（条例） 【未移譲なし】指定都市（地域医療支援病院の名称承認のみ）、中核市

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３９）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 地域保健推進担当

事務No 病院の開設許可等53

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 診療所の病床の設置許可等54

事務の概要

根拠法令 医療法

事務内容
○ 【診療所の病床設置許可】 ：診療所に病床を設けようとする際の許可
○ 【病床を有する診療所の変更許可】：病床を有する診療所の病床数、医師数等を変更しようとする際の許可
○ 【診療所の病床設置届出の受理】 ：例外的に許可を得ないで診療所に病床を設置できる場合の、病床設置届の受理（分娩や小児医療等を扱う診療所の病床などが該当）

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○ 【診療所の病床設置許可】 2件
○ 【病床を有する診療所の変更許可】 0件
○ 【診療所の病床設置届出の受理】 1件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元市町村が窓口となることで、開設者（事業者）の手続きに係る負担を軽減できる。
地域の実情を熟知する市町村が指導権限を持つことで、迅速な対応が可能になる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

次の移譲対象事務を合わせて移譲を受けることで、地域医療に係る指導を総合的に行うことができる。
・病院の開設許可等に関する事務
・医療法人の設立認可等

想定される事務量
（年間処理件数）

未移譲市なし

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

未移譲市なし

必要な条例・規則等 施設、従業者等の基準は県条例による。手数料条例、医療法施行細則

目次へ

※ 移譲前：県保健所
移譲後：市保健所



説明会・研修会等 移譲予定市町村の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 毎年４月に実施している新任担当者研修会の資料（医務関係事務処理マニュアル含む）を配布

人的支援（職員派遣等）
県職員派遣の必要性は低い。
実務研修職員の受入れについては、移譲先市と協議の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。
毎年度４月、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 13項3号

条例移譲の目安 保健所設置市（4市）

移譲済市町村（法令） 指定都市

移譲済市町村（条例） 【未移譲なし】中核市（3市）

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３９）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 地域保健推進担当

事務No 診療所の病床の設置許可等54

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 医療法人の設立認可等55

事務の概要

根拠法令 医療法

事務内容

○ 【医療法人設立認可】 ：医療法人を新規に設立する際の認可
○ 【定款変更認可】 ：医療法人の定款（又は寄附行為）の変更認可
○ 【事業報告書、監査報告書等の受理】：医療法人は、毎会計年度終了後３ヶ月以内に事業報告書等を提出せねばならず、当該報告書を受理する。
○ 【登記事項変更登記完了届の受理】 ：医療法人の登記事項に変更があった場合の届出の受理
○ 【役員変更届の受理】 ：医療法人の役員に変更がある場合の届出の受理

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○ 【医療法人設立認可】 69件 ○ 【登記事項変更登記完了届の受理】 2,532件
○ 【定款変更認可】 198件 ○ 【役員変更届の受理】 1,518件
○ 【事業報告書、監査報告書等の受理】2,491件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

当該市町村で諸手続きが終了するため、申請者（届出者）の負担が軽減される。
県への文書の送付等の時間が削減されることにより、事務処理全体の処理に要する時間の短縮が図れる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

医療機関への指導権限（以下の移譲対象事務）と、医療機関の開設者である医療法人への指導権限を合わせて移譲を受けることにより、地域医療に係る指導を総合的に行うことができる。
・病院の開設許可等に関する事務
・診療所の病床の設置許可等に関する事務

想定される事務量
（年間処理件数）

○ 【医療法人設立認可】 ５件程度
○ 【定款変更認可】 ５件～２０件程度
○ 【事業報告書、監査報告書等の受理】 １００～２００件程度
○ 【登記事項変更登記完了届の受理】 ８０件～２００件程度
○ 【役員変更届の受理】 ４０件～１００件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員：保健・衛生担当に他業務との兼務で１名配置
資格・機器等：特になし

必要な条例・規則等 医療法施行細則

目次へ



説明会・研修会等 移譲予定市町村の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 毎年４月に実施している新任担当者研修会の資料等をマニュアルとして配布。

人的支援（職員派遣等） 移譲先市と協議の上、対応を検討する。（さいたま市への権限移譲時には実務研修職員の受入れを実施）

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。
毎年度４月、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 13項4号

条例移譲の目安 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（法令）

移譲済市町村（条例） １市（未移譲 ３市）

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３４）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 地域保健推進担当

事務No 医療法人の設立認可等55

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 死体保存の許可56

事務の概要

根拠法令 死体解剖保存法

事務内容 死体を保存する場合の許可を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○ 【死体保存の許可】 0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元の市町村が窓口となることで、許可申請者（地元事業者）の手続に係る負担を軽減することができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

病院の開設許可等に関する事務

想定される事務量
（年間処理件数）

０～１件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員：保健・衛生担当に他業務との兼務で１名配置
資格・機器等：特になし

必要な条例・規則等 手数料条例

目次へ



説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 事案発生時、随時相談に応じる。

人的支援（職員派遣等） 県職員派遣、実務研修職員受入れともに必要性は低い。

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 16項1号

条例移譲の目安 施行時特例市（4市）

移譲済市町村（法令） 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３市）

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３９）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 地域保健推進担当

事務No 死体保存の許可56

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 身体障害者手帳の再交付57

事務の概要

根拠法令 身体障害者福祉法施行令

事務内容 破損、汚損、紛失に係る身体障害者手帳の再交付

主な移譲権限の
R4年度処理件数

１２９３件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

住民に身近な自治体が事務を行うことによって、再交付申請受理から再交付までの事務処理期間が短縮され、迅速な交付が可能である。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

1市町村あたり平均22件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

兼務、必要な資格なし、必要機器なし

必要な条例・規則等 なし

目次へ

　再交付申請
　　・申請書、写真、旧手帳（除紛失）

　　↓
　審査

　　・手帳交付状況を確認

　　・手帳記載内容変更の有無を確認

　　↓
　手帳再交付

県

　再交付申請
　　・申請書、写真、旧手帳（除紛失）

　　↓
　審査

　　・手帳交付状況を確認

　　・手帳記載内容変更の有無を確認

　　↓
　手帳再交付

　　・県あて処理件数の報告

市町村



説明会・研修会等 全対象へ移譲済み

事務処理マニュアル

人的支援（職員派遣等）

移譲後のフォローアップ

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 17項

条例移譲の目安 市町村（４０市２２町１村）

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）、中核市（３市）

移譲済市町村（条例） ３６市２２町１村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 障害者福祉推進課 障害福祉・自立支援医療担当（０４８－８３０－３３１５）

県担当課
（地域政策機関）

埼玉県総合リハビリテーションセンター 障害認定担当（０４８－７２５－０２１６）

事務No 身体障害者手帳の再交付57

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 郵便による不在者投票制度の障害程度の証明58

事務の概要

根拠法令 公職選挙法施行令

事務内容 公職選挙法施行令第５９条の２第１項及び第５９条の３の２第１項の規定に基づき、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者について、両下肢等の障害の程度を証明する事務を行うもの。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

８５件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

県の福祉事務所からの証明書類発行を経ずに各市町村内部での事務処理が可能となり、経由にかかる事務量の軽減、スピードアップが図れる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

処理時間 １件２時間程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

なし

必要な条例・規則等 なし

目次へ



説明会・研修会等 特になし

事務処理マニュアル 様式等について、県で使用していた様式等を参考に提供

人的支援（職員派遣等） 特になし

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談は随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 18項

条例移譲の目安 全市町村

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） 59市町村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 障害者福祉推進課 社会参加推進担当 （048-830-3309）

県担当課
（地域政策機関）

福祉事務所 地域福祉担当

事務No 郵便による不在者投票制度の障害程度の証明58

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 精神障害者保健福祉手帳の再交付59

事務の概要

根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令

事務内容 ○市町村窓口において、精神障害者保健福祉手帳を破損又は紛失した者から、手帳の再交付申請書を受理した場合に手帳の再交付を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

９０８件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

申請日に手帳が再交付され、住民サービスの向上に寄与する。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

０件～１5０件程度 １件当たり１時間程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

福祉担当部局に、他業務と兼務で１名を配置

必要な条例・規則等
特に、条例・規則の制定の必要性はないが、市町村内部で事務処理要領を定めることが必要。（埼玉県事務処理要領を参照）
行政手続法に基づく審査基準・標準処理日数の設定

目次へ



説明会・研修会等 年度当初に事務説明会を開催

事務処理マニュアル 埼玉県精神障害者保健福祉手帳事務処理要領を配布

人的支援（職員派遣等） 精神保健福祉センターによる研修 2日間

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。また、年度当初に説明会を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 19項

条例移譲の目安 全市町村（指定都市を除く）

移譲済市町村（法令） 指定都市

移譲済市町村（条例） ６２市町村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 障害者福祉推進課 障害福祉・自立支援医療担当 （048-830-3295）

県担当課
（地域政策機関）

精神保健福祉センター 管理業務部 審査担当 (048-723-6802)

事務No 精神障害者保健福祉手帳の再交付59

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 社会福祉事業の許可等（社会福祉事業）60.1

事務の概要

根拠法令 社会福祉法

事務内容

○市又は社会福祉法人が行う第一種社会福祉事業の届出の受理
○国、県、市及び社会福祉法人以外が行う第一種社会福祉事業の許可
○国及び県以外が行う第二種社会福祉事業の届出の受理
○社会福祉事業を経営する者に対する社会福祉事業の調査
○社会福祉事業に対する制限、停止又は取消

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・第二種社会福祉事業の開始、変更、廃止届出の受理【社会福祉法第６９条】 ８０件
・社会福祉事業の調査【社会福祉法第７０条】 ３０件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元で活動する社会福祉法人の活動状況の把握が容易となり、市福祉行政の向上に資することが可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

０～５件程度
※ 多くの社会福祉事業の許可等の事務は、他の法律で規定されており、社会福祉法第74条
により、適用除外となっている。

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１名の人員配置（兼務）

必要な条例・規則等 県に準じて施行細則を定めることが望ましい。

目次へ



説明会・研修会等 特になし

事務処理マニュアル 特になし

人的支援（職員派遣等） 特になし

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は随時受け付ける。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 第26項第1,2号

条例移譲の目安 市

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） 和光市、入間市、加須市（3市） （未移譲３３市）

県担当課（本庁） 福祉部 社会福祉課 総務・社会福祉担当 （048-830-3221)

県担当課
（地域政策機関）

事務No 社会福祉事業の許可等（社会福祉事業）60.1

市町村への支援

基礎データ
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事務No 社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム等）60.2

事務の概要

根拠法令 社会福祉法

事務内容

・軽費老人ホームの設置者（社会福祉法人）に対し事前相談、事前協議を行った後、経営届を受理する。
・軽費老人ホームの設置者（社会福祉法人以外）に対し事前相談、事前協議を行った後、経営を認可する。
・軽費老人ホームの設置者から届出（許可）事項に関する変更届が提出された場合は、変更内容を確認し、変更届を受理する。
・軽費老人ホームの設置者からの事業廃止届を受理する。
・軽費老人ホームの設置者に対し、施設の運営に関し、書面等による報告や実地による検査を実施する。
・軽費老人ホームが施設基準に適合しないと認めれる場合には、設置者に対し改善措置を命じる。
・軽費老人ホームの設置者が法律等に違反した場合や入所者の不当な行為を行った場合等には事業の制限、停止又は許可を取り消す。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・設置届 1件
・調査 0件
・実地指導 25件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

・市が軽費老人ホームの許可等を行うことで、市の高齢者福祉計画や介護保険等の財政的な影響を考慮した高齢者福祉施策の総合的・効率的な推進や、地域の実情に合った施設との連携、指導
が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・老人居宅生活支援事業開始の届出受理等、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等、有料老人ホーム設置の届出受理等（以上パッ
ケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」

想定される事務量
（年間処理件数）

経営届出受理・経営認可 ０件
変更届出受理・変更許可 ０件
廃止届出受理 ０件
実地指導 ０～２件
事業停止・許可取り消し ０件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員１名（介護保険施設関係事務兼務 ０．０１割程度）

必要な条例・規則等 施設基準は県条例による。届出様式を規則等で整備する必要がある。
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説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 未移譲

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） 未移譲

県担当課（本庁）
福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）
福祉部 福祉監査課 高齢施設担当（０４８－８３０－３４４６）

県担当課
（地域政策機関）

各福祉事務所 介護保険・施設整備担当

事務No 社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム等）60.2

市町村への支援

基礎データ
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事務No 社会福祉事業の許可等（地域子育支援拠点、ファミリー・サポート・センター、利用者支援事業）60.3

事務の概要

根拠法令 社会福祉法

事務内容
○社会福祉法は社会福祉に関わる事業（社会福祉事業）の種別や事業主体の制限（社会福祉法人）を定めた法律。
○この法律に基づき、第二種社会福祉事業の開始の届出の受理及び報告の徴収・検査、事業経営の制限、停止命令を行うことができる。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

地域子育て支援拠点事業（開始・変更・廃止）届【社会福祉法６９条】 ５件 利用者支援事業（開始・変更・廃止）届【社会福祉法６９条】 ８件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

事業実施主体である市町村に権限を移譲することにより、迅速で適切な対応ができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

次の事務も合わせて移譲を受けることで社会福祉法人の設置等に関する事務を総合的に行うことができる。
児童厚生施設の設置認可等

想定される事務量
（年間処理件数）

第二種社会福祉事業の開始、変更及び廃止の届出の受理、報告徴収・立入検査等

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１名の人員配置（兼務）

必要な条例・規則等 条例・規則の整備は必要なし
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説明会・研修会等 市町村児童福祉主管課長会議等で説明。

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 事務処理にあたっての相談等に、随時対応する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 26項2,3,4,5号

条例移譲の目安 市町村

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）・中核市（３市）

移譲済市町村（条例）
地域子育て支援拠点事業：１４市（未移譲２２市２２町１村）
ファミリー・サポート・センター事業：１２市（未移譲２４市２２町１村）
利用者支援事業：７市（未移譲２９市２２町１村）

県担当課（本庁）
福祉部こども支援課放課後児童クラブ担当（048-830-3322）
利用者支援事業母子保健型は保健医療部健康長寿課母子保健担当（048-830-3561）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 社会福祉事業の許可等（地域子育支援拠点、ファミリー・サポート・センター、利用者支援事業）60.3

市町村への支援

基礎データ
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事務No 照射録の提出、検査に関する事務61

事務の概要

根拠法令 診療放射線技師法

事務内容 照射録の提出要求及び検査

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○ 【照射録の提出、検査】 0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元を熟知した市町村が、対象となる地元の医療機関の検査、指導を行うことにより、問題の早期発見、安全確保のための迅速な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・病院の開設許可等に関する事務
理由：合わせて移譲することで効率的な医療機関の指導が可能となる。

想定される事務量
（年間処理件数）

０件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

保健・衛生担当に他業務との兼務で１名配置

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 毎年４月に実施している新任担当者研修会の資料をマニュアルとして配布

人的支援（職員派遣等）
県職員派遣の必要性は低い。
実務研修職員の受入れについては、移譲先市と協議の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は随時対応する。
毎年４月、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 28項1号

条例移譲の目安 保健所設置市（4市）

移譲済市町村（法令） なし

移譲済市町村（条例） 4市（未移譲なし）

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３９）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 地域保健推進担当

事務No 照射録の提出、検査に関する事務61

市町村への支援

基礎データ
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事務No あへんの輸入等の許可申請の受理等62

事務の概要

根拠法令 あへん法

事務内容
あへん法第44条第2項の規定に基づき、けし栽培者、麻薬製造業者、麻薬研究者その他の関係者から必要な報告を求め、けしの栽培地、あへんの乾燥若しくは保管の場所、けしがらの保管の場所、
麻薬の製造所若しくは研究施設その他あへん又はけしがらに関係ある場所に立ち入り、帳簿その他物件を検査し、関係者に質問し又は無償であへん又はけしがらを収去する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

植えてはいけない「けし」の抜去 153件 12,918本

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

住民に身近な保健所が住民からの植えてはいけない「けし」の発見又は疑いのあるものに関する問い合わせなどに対応ができる

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

立入検査 30～50件程度（年により差が大きい）
違反発見時の県への通報
不正大麻けし撲滅運動の報告
半期ごとに立入検査数の報告

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

2人（兼務）（薬事監視員・薬剤師）

必要な条例・規則等 なし

目次へ

①県保健所職員によるけし栽培者等への立入検査及び
違反発見時の立入検査

↓
県への報告

②自生等の植えてはいけない「けし」通報発見に伴う抜去
↓

県への数量報告

①市保健所職員によるけし栽培者等への立入検査及び
違反発見時の立入検査

↓
県への報告

②自生等の植えてはいけない「けし」通報発見に伴う抜去
↓

県への数量報告



説明会・研修会等
保健所設置市担当者も出席する薬務担当者研修会等での説明
麻薬関連植物に関する講習会（国主催）への参加呼びかけ

事務処理マニュアル 特になし（国より植えてはいけない「けし」の見分け方の冊子あり：現在も送付済み）

人的支援（職員派遣等） 個別協議（越谷市、川口市への職員派遣あり）、研修会の開催

移譲後のフォローアップ 打合せ会議の開催、その他随時対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 未移譲

条例移譲の目安 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（法令） なし

移譲済市町村（条例） なし（未移譲 ４市）

県担当課（本庁） 保健医療部 薬務課 薬物対策・献血担当（０４８－８３０－３６３３）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生・薬事担当

事務No あへんの輸入等の許可申請の受理等62

市町村への支援

基礎データ
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事務No 医薬品販売業の許可等63

事務の概要

根拠法令 医薬品､医療機器等の品質､有効性及び安全性の確保等に関する法律

事務内容
・医薬品販売業等の許認可業務（新規・更新）・・・申請受付・実地検査・許可証交付
・医薬品販売業者等の休廃止及び変更届の受理
・医薬品販売業等の監視指導業務等

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・医薬品販売業の許可（卸売販売業又は薬種商販売業に限る）【法第24条第1項】172件
・第10条第1項準用（休廃止等及び変更の届出の受理(卸売販売業に係るものに限る)）【第38条第2項】564件
・医薬品の販売業者（卸売販売業者、薬種商販売業者又は再生医療等製品販売業者に係るものに限る）の報告の徴収、立入検査等【第69条第2項】309件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

許可申請及び届出等の手続きを、住所地を管轄する保健所で受理することができる。また、監視指導においても、より迅速な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

・許可：新規 約5件／更新 約10件
・変更・休廃止等：約80件
・監視指導：約40件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

3～5人（専任又は兼務）、薬事監視員（薬剤師等）、許認可及び監視管理データベース

必要な条例・規則等

手数料条例（埼玉県手数料条例 第２条）
医薬品､医療機器等の品質､有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則（県施行細則）
市長の権限に属する事務の一部を○○市保健所長に委任する規則
申請に対する処分に係る審査基準及び標準処理期間等
行政手続法に基づく処分基準の設定・公表処分取扱要領
薬局等許可の審査基準及び指導基準
薬局・医薬品販売業等監視指導要領
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説明会・研修会等 個別相談、文書提供等

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） 県職員の派遣、実務研修生の受け入れ

移譲後のフォローアップ 打合せ会議の開催及び個別案件については随時協議、相談対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 45項第1号

条例移譲の目安 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（法令）

移譲済市町村（条例） 保健所設置市（４市・未移譲なし）

県担当課（本庁） 保健医療部 薬務課 販売指導担当（０４８－８３０－３６２２）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 医薬品販売業の許可等63

市町村への支援

基礎データ
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事務No 地域密着型サービス事業等の届出受理等64

事務の概要

根拠法令 老人福祉法

事務内容 老人居宅生活支援事業等を行う事業者から老人福祉法に定められた事業開始届等を受理する。（ただし、地域密着型、又は第一号訪問事業及び第一号通所事業に限る）

主な移譲権限の
R4年度処理件数

156件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

介護保険法における地域密着型サービス事業所等、第一号訪問事業、第一号通所事業の指定は市町村が行っている。
移譲を受けた市が老人福祉法における事業の開始届等も受理することにより、当該市内の地域密着型介護サービス事業所等の一元的な指導が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム）、老人居宅生活支援事業開始の届出受理等、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等、
有料老人ホーム設置の届出受理等（以上パッケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」

想定される事務量
（年間処理件数）

事業開始、設置届の受理 数件
変更届の受理 数件
廃止、休止届の受理 ０件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

なし（すでに市町村が行っている介護保険事業者の指定等の事務処理で対応可）

必要な条例・規則等 なし

目次へ重点



説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 51項第1,2号

条例移譲の目安 市町村

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例）
【地域密着型】２０市３町
【第一号訪問・通所】１０市３町

県担当課（本庁） 福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 地域密着型サービス事業等の届出受理等64

市町村への支援

基礎データ

目次へ重点



事務No 老人居宅生活支援事業開始の届出受理等65

事務の概要

根拠法令 老人福祉法

事務内容

・老人居宅生活支援事業を行う事業者から開始届を受理する。
・老人居宅生活支援事業者から開始届出事項に関する変更届が提出された場合は、変更内容を確認し、変更届を受理する。
・老人居宅生活支援事業者から廃止又は休止の届出がなされたときは、廃止届又は休止届を受理する。
・老人居宅生活支援事業者に対し、事業所の運営に関し、書面等による報告や実地による検査を実施する。
・老人居宅生活支援事業者が規程に違反した場合や利用者の処遇に不当な行為があったと認められる場合には事業の制限又は停止を命じる。
・事業の制限や停止を命じる場合は、社会福祉審議会に諮問する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

59件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

介護保険法に基づく指定居宅サービス事業所の指定等の移譲を受けた市が老人福祉法における事業の開始届等も受理することにより、当該市内の介護サービス事業所等の一元的な指導が可能と
なる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム）、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等、有料老人ホーム設置の届出受理等
（以上パッケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」）

想定される事務量
（年間処理件数）

事業開始届の受理 数件
変更届の受理 数件
廃止、休止届の受理 数件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員１名（介護保険サービス事業者指定事務との兼務 ０．１割）

必要な条例・規則等 届出様式を規則等で整備する必要がある。

目次へ



説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 51項3号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁） 福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）

県担当課
（地域政策機関）

各県福祉事務所（介護保険・施設整備担当）

事務No 老人居宅生活支援事業開始の届出受理等65

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 老人デイサービスセンター等設置の届出受理等66

事務の概要

根拠法令 老人福祉法

事務内容

・老人デイサービスセンター等を行う事業者から設置届を受理する。
・老人デイサービスセンター等の事業者から設置届出事項に関する変更届が提出された場合は、変更内容を確認し、変更届を受理する。
・老人デイサービスセンター等の事業者から廃止又は休止の届出がなされたときは、廃止届又は休止届を受理する。
・老人デイサービスセンター等の事業者に対し、事業所の運営に関し、書面等による報告や実地による検査を実施する。
・老人デイサービスセンター等の事業者が規程に違反した場合や利用者の処遇に不当な行為があったと認められる場合には事業の制限又は停止を命じる。
・事業の制限や停止を命じる場合は、社会福祉審議会に諮問する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

37件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

介護保険法に基づく指定居宅サービス事業所の指定等の移譲を受けた市が老人福祉法における事業の開始届等も受理することにより、当該市内の介護サービス事業所等の一元的な指導が可能と
なる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム）、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等、有料老人ホーム設置の届出受理等
（以上パッケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」）

想定される事務量
（年間処理件数）

事業開始届の受理 数件
変更届の受理 数件
廃止、休止届の受理 数件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員１名（介護保険サービス事業者指定事務との兼務 ０．１割）

必要な条例・規則等 届出様式を規則等で整備する必要がある。

目次へ



説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 51項4号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁） 福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）

県担当課
（地域政策機関）

各県福祉事務所（介護保険・施設整備担当）

事務No 老人デイサービスセンター等設置の届出受理等66

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等67

事務の概要

根拠法令 老人福祉法

事務内容

・養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム設置者に対し事前相談、事前協議を行った後、設置を認可する。
・養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム設置者から設置認可事項に関する変更届が提出された場合は、変更内容を確認し、変更届を受理する。
・養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム設置者から廃止、休止、入所定員の増減の申請がなされたときは、内容を確認し認可する。
・養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム設置者に対し、施設の運営に関し、書面等による報告や実地による検査を実施する。
・養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの設置者が法律等に違反した場合や施設基準に適合しなくなったときは改善措置、事業の停止・廃止を命じ、又は認可を取り消す。
・事業の廃止を命じる場合や認可を取り消す場合には、地方社会福祉審議会に諮問する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・設置認可 2件
・変更届 169件
・立入り調査 12件
・養護老人ホームの実地指導 4件
・特別養護老人ホームの実地指導 111件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

・養護老人ホームや特別養護老人ホームの設置について、市の高齢者福祉計画や介護保険等の財政的な影響を考慮したうえで、地域の需要や実情に見合った、事業者との設置の調整や指導を
行うことができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム）、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等、有料老人ホーム設置の届出受理等（以上
パッケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」）

想定される事務量
（年間処理件数）

設立認可 ０～１件 変更届の受理 ２０件程度 入所定員の増減認可 ０件 廃止、休止認可 ０件
運営指導（実地指導） ０～１０件（施設数による）

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員１名（介護保険サービス事業者指定事務との兼務 ０．１割）

必要な条例・規則等 施設基準は県条例による。申請様式を規則等で整備する必要がある。

目次へ



説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル 特別養護老人ホーム設置の手引（県ホームページに掲載）

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 51項5号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁）
福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８-８３０-３２５４）、施設整備担当（０４８-８３０-３２６０）
福祉部 福祉監査課 高齢施設担当（０４８－８３０－３４４６）

県担当課
（地域政策機関）

各県福祉事務所（介護保険・施設整備担当）

事務No 養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等67

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 有料老人ホームの設置届出等68

事務の概要

根拠法令 老人福祉法

事務内容

・有料老人ホーム設置者に対し事前相談、事前協議を行った後、設置届を受理する。
・有料老人ホーム設置者から設置届出事項に関する変更届が提出された場合は、変更内容を確認し、変更届を受理する。
・有料老人ホーム設置者から廃止又は休止の届出がなされたときは、理由を確認し廃止届又は休止届を受理する。
・有料老人ホーム設置者に対し、ホームの運営に関し、書面等による報告や実地による検査を実施する。
・有料老人ホーム設置者が法令に違反した場合や入所者の処遇や利益を害する行為があったと認められる場合には改善措置を命じる。
・有料老人ホーム設置者が法令に基づく命令や処分に違反した場合で入所者保護のために必要であると認めるときは事業の制限又は停止措置を命じる。
・事業停止措置、改善措置を命じた時には、その旨を公示する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

357件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

・市が有料老人ホーム設置届の受理等を行うことで、市の高齢者福祉計画や介護保険等の財政的な影響を考慮した高齢者福祉施策の総合的・効率的な推進や、地域の実情に合った事業所との
連携、指導が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム）、老人居宅生活支援事業開始の届出受理等、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等
（以上パッケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」

想定される事務量
（年間処理件数）

設置届の受理 数件
変更届の受理 数件
廃止、休止届の受理 数件
実地指導（介護保険適用外） 数件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員１名（兼務 １割～５割程度）

必要な条例・規則等 設置基準は県の指針による。届出様式を規則等で整備する必要がある。

目次へ



説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル 埼玉県有料老人ホーム設置運営指導要綱、埼玉県有料老人ホーム設置運営指導指針、有料老人ホーム設置の手引き（いずれも県ホームページに掲載）

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 51項6

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁） 福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）、 施設整備担当（０４８－８３０－３２６０）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 有料老人ホームの設置届出等68

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 戦傷病者に対する補装具の支給等69

事務の概要

根拠法令 戦傷病者特別援護法

事務内容 一定の障害を有する戦傷病者手帳交付者に対して、必要と認められる場合に、補装具の支給又は修理を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

・戦傷病者は、身体障害者手帳を併せ持っていることがほとんどであるため、その援護は同一の窓口で一体的に行うことにより混乱を防ぐことができる。
・補装具の支給及び修理の基準は、障害者総合支援法に準じているため、適切な判断が可能になる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

戦傷病者に対する補装具の支給等 ５件未満

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

他業務と兼務で１～２名配置

必要な条例・規則等 なし

目次へ



説明会・研修会等 援護恩給事務研修会を開催（年１回）

事務処理マニュアル 上記研修会で資料を配布

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 相談等は、随時対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 53項1号

条例移譲の目安 市町村（４０市２２町１村）

移譲済市町村（法令）

移譲済市町村（条例） ４０市２２町１村（未移譲なし）

県担当課（本庁） 福祉部 社会福祉課 援護恩給担当（０４８－８３０－３２８６）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 戦傷病者に対する補装具の支給等69

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付70

事務の概要

根拠法令 母子及び父子並びに寡婦福祉法

事務内容 母子家庭の母子、父子家庭の父子及び寡婦の経済的自立や扶養している子の福祉増進のために必要な資金を貸し付ける。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

1,453件（移譲済の4市を除く県貸付分のみ）

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村で、母子家庭等支援策の有効な手段として活用できる。
地域の実態を熟知している市町村で処理することにより、迅速できめ細かい対応が可能になる。
また、身近な地域でサービスが受けられるので、住民の負担が軽減される。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

１市当たり２０件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１～２名の人員配置（兼務）

必要な条例・規則等 事務処理方法について規則を定めていることが望ましい。

目次へ

　

相談　→　申請書受理　→　面接　→　審査　→　貸付決定　→
　借用書受理　→　貸付金交付

　

相談　→　申請書受理　→　面接　→　審査　→　貸付決定　→
　借用書受理　→　貸付金交付



説明会・研修会等 説明会・研修会を開催する。

事務処理マニュアル 随時、配布する。

人的支援（職員派遣等） 市の意向を確認の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は、随時受け付ける。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 未移譲

条例移譲の目安 市（36市）

移譲済市町村（法令） 指定都市（1市）、中核市（3市）

移譲済市町村（条例） 未移譲

県担当課（本庁） 福祉部 こども政策課 ひとり親支援担当（０４８－８３０－３２０４）

県担当課
（地域政策機関）

各福祉事務所 地域福祉担当

事務No 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付70

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 母子家庭等日常生活支援事業の届出受理71

事務の概要

根拠法令 母子及び父子並びに寡婦福祉法

事務内容 母子家庭の母等に乳幼児の保育等の生活支援を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

１２５件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村で、母子家庭支援策の有効な手段として活用できる。
地域の実態を熟知している市町村で処理することにより、迅速できめ細かい対応が可能になる。
また、身近な地域でサービスが受けられるので、住民の負担が軽減される。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

１市当たり２～３件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１～２名の人員配置（兼務）

必要な条例・規則等 事務処理方法について規則を定めていることが望ましい。

目次へ

　相談　→　申請書受理　→　審査　→　届出受理 　相談　→　申請書受理　→　審査　→　届出受理



説明会・研修会等 個別相談

事務処理マニュアル 随時、情報提供等を行う。

人的支援（職員派遣等） 市の意向を確認の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ 事務処理に当たっての相談等は、随時受け付ける。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 第54項第1項

条例移譲の目安 市

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） ２市（所沢市、戸田市）

県担当課（本庁） 福祉部 こども政策課 ひとり親支援担当（０４８－８３０－３２０４）

県担当課
（地域政策機関）

各福祉事務所 地域福祉担当

事務No 母子家庭等日常生活支援事業の届出受理71

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 柔道整復師の施術所の届出受理等72

事務の概要

根拠法令 柔道整復師法

事務内容

○ 【施術所の開設及び届出事項の変更】
施術所を開設した者は、開設後１０日以内に届出をしなければならず、当該届出を受理する事務を行う。また、届出事項の変更の際も同様とする。

○ 【施術所の休止、廃止及び再開】
施術所を休止、廃止、及び再開した場合は、その日から１０日以内に届出をしなければならず、当該届出を受理する事務を行う。

○ 【立入検査】
必要な報告を提出させたり、構造設備もしくは衛生上の必要な措置がなされているかを立入検査できる。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

○ 【施術所の開設及び届出事項の変更】 562件
○ 【施術所の休止、廃止及び再開】 116件
○ 【立入検査】 6件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

地元市町村が窓口となることで、開設者（事業者）の手続きに係る負担を軽減できる。
地域の実情を熟知する市町村が指導権限を持つことで、迅速な対応が可能になる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゆう師等の施術所の届出受理等
理由：業務の関連性が極めて高いため、合わせて移譲を受けることで施術所開設に係る総合的な指導が可能になる

想定される事務量
（年間処理件数）

○施術所開設届の受理、変更届の受理 １５件～２５件程度
○施術所の休止、廃止及び再開の届出受理 ５件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員：保健・衛生担当に他業務との兼務で１名配置
資格・機器等：特になし

必要な条例・規則等 柔道整復師法施行細則

目次へ



説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 毎年４月に実施している新任担当者研修会の資料をマニュアルとして配布する。

人的支援（職員派遣等）
県職員派遣の必要性は低い。
実務研修職員の受入れについては、移譲先市と協議の上、対応を検討する。

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は随時対応する。
毎年４月、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 65項

条例移譲の目安 施行時特例市（４市）

移譲済市町村（法令） 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３市）

県担当課（本庁） 保健医療部 医療整備課 医務・医療安全相談担当（０４８－８３０－３５３９）

県担当課
（地域政策機関）

各福祉事務所 地域福祉担当

事務No 柔道整復師の施術所の届出受理等72

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録等73

事務の概要

根拠法令 建築物における衛生的環境の確保に関する法律

事務内容
・登録の申請を受理、審査し、登録証明書を交付する。
・営業所の名称、所在地、責任者の氏名、業務に用いる機械器具等の変更や事業の廃止の届出の受理・審査を行う。
・立入検査を行い、法令基準の遵守状況を確認する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

事業の登録（法１２条の２第１項）：１６１件 登録の取り消し(法１２条の４) ：０件 登録業者に対する報告の徴収及び立入検査（１２条の５第１項）：１８２件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

県で当該事務を実施する場合よりも、市の窓口の方が関係書類の提出等で足を運びやすくなり、事務をスムーズに進めることができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

・事業登録の届出受理 １０件～３０件
・登録業者に対する報告の徴収及び立入検査 １０件～５０件
・各種届け出の受理 ３件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

・生活衛生営業６法に係る業務と兼務で１～２名配置
・立入調査に際しては、環境衛生監視員（法令職）の身分が必要

必要な条例・規則等 特に条例・規則の制定は必要ないが、保健所設置市内部で行政処分基準、事務処理要領等を定めることが必要。
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説明会・研修会等 個別相談に応需している。

事務処理マニュアル ・建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく事務取扱要領・建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録事務の手引き

人的支援（職員派遣等） 具体的な支援策は未定。必要であれば保健所設置市と協議を行う。

移譲後のフォローアップ
事務処理に当たっての相談等は、随時対応する。
毎年度５月頃、新任担当者研修（県職員と合同）を開催する。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 66項

条例移譲の目安 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（法令）

移譲済市町村（条例） ４市（未移譲なし）

県担当課（本庁） 保健医療部 生活衛生課 環境衛生・ビル監視担当 (048-830-3606)

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生・薬事担当

事務No 建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録等73

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 動物取扱業の登録等74

事務の概要

根拠法令 動物の愛護及び管理に関する法律

事務内容

【動物取扱業の登録及び通知】（法第１０条１項、第１１条１・２項） ：ペットショップ等の動物取扱業を営む際の登録及び登録完了後の申請者あて通知 法第１３条における準用含む
【登録の拒否】（法第１２条） ：動物取扱業の登録申請について、基準に適合しない場合の登録拒否
【変更の届出】（法第１４条） ：業務内容等の変更に係る届出の受理
【登録簿の閲覧】（法第１５条） ：一般への動物取扱業者登録簿の閲覧
【廃業等の届出、登録の抹消】（法第１６条、第１７条） ：事業廃止等に係る届出の受理及び動物取扱業者登録簿からの抹消
【登録の取消し等】（法第１９条） ：動物の管理基準又は施設の構造基準に適合しなくなった場合の登録の取消し等
【勧告・措置命令】（法第２３条） ：動物の管理方法等が基準に適合しないと認めた場合の勧告又は措置命令
【報告要求、立入検査】（法第２４条） ：必要に応じ動物取扱業者から報告を求め、又は関連施設への立入検査を行う
【第二種動物取扱業の届出】 ：非営利で動物の譲渡等を行う際の届出

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・勧告・措置命令【法第２３条】 ０件
・立入検査【法第２４条】 １，１９１件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

保健所設置市に事務移譲することで、市民は利便性が向上し、市は地域の実情に反映した事務を執り行うことができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

なし

想定される事務量
（年間処理件数）

動物取扱業の登録申請：３０～４０件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

獣医師など動物の適正な飼養及び保管に関して専門的な知識を有する職員（動物愛護担当職員）の配置 ※動物愛護管理法第37条の3に規定

必要な条例・規則等 市の手数料条例等による申請手数料の設定

目次へ



説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認のうえ、個別に対応

事務処理マニュアル 特になし

人的支援（職員派遣等） 越谷市に平成２７年度から県職員を派遣、川口市に平成３０年度から県職員を派遣

移譲後のフォローアップ 定期研修会を実施

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 76項1号

条例移譲の目安 保健所設置市

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）

移譲済市町村（条例） 中核市（3市）

県担当課（本庁） 保健医療部 生活衛生課 総務･動物指導担当（048-830-3612）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生･薬事担当

事務No 動物取扱業の登録等74

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 動物の飼養等に係る生活環境保全の勧告等75

事務の概要

根拠法令 動物の愛護及び管理に関する法律

事務内容
【周辺の生活環境の保全に係る勧告・措置命令】（法第２５条）
多数の動物の飼養・保管に起因して周辺の生活環境が著しく損なわれる事態が生じた際、飼養者に対し必要な措置を講じるよう勧告又は命令できる。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・勧告・措置命令【法第２５条】 ０件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

保健所設置市に事務移譲することで、地域の実情に反映した事務を執り行うことができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

なし

想定される事務量
（年間処理件数）

勧告･措置命令：０～１件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

獣医師など動物の適正な飼養及び保管に関して専門的な知識を有する職員（動物愛護担当職員）の配置 ※動物愛護管理法第34条に規定

必要な条例・規則等 特になし
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説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認のうえ、個別に対応

事務処理マニュアル 特になし

人的支援（職員派遣等） 越谷市に平成２７年度から県職員を派遣、川口市に平成３０年度から県職員を派遣

移譲後のフォローアップ 定期研修会を実施

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 76項1号

条例移譲の目安 保健所設置市

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）

移譲済市町村（条例） 中核市（3市）

県担当課（本庁） 保健医療部 生活衛生課 総務･動物指導担当（048-830-3612）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生･薬事担当

事務No 動物の飼養等に係る生活環境保全の勧告等75

市町村への支援

基礎データ
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事務No 特定動物の飼養許可等76

事務の概要

根拠法令 動物の愛護及び管理に関する法律

事務内容

【特定動物の飼養・保管の許可】（法第２６条１項） ：特定動物（サルや毒ヘビなど人に害を加えるおそれがある動物）を飼養等する際の許可
【変更の許可】（法第２８条１項） ：特定動物の数や飼養施設の構造・規模等を変更する際の許可
【軽微な変更の届出】（法第２８条３項） ：省令で定める軽微な内容の変更をする際の届出受理
【許可の取消し】（法第２９条） ：特定動物の飼養方法又は飼養施設の構造・規模が基準に適合しなくなった場合の許可の取消し
【措置命令】（法第３２条） ：特定動物による人への侵害防止のため、飼養方法等に改善の必要があると認めた場合の措置命令
【報告要求、立入検査】（法第３３条） ：必要に応じ特定動物飼養者から報告を求め、又は関連施設への立入検査を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・措置命令【法第３２条】 ０件
・立入検査【法第３３条】 １１２件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

保健所設置市に事務移譲することで、市民は利便性が向上し、市は地域の実情に反映した事務を執り行うことができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

なし

想定される事務量
（年間処理件数）

特定動物の飼養許可件数：１～２件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

獣医師など動物の適正な飼養及び保管に関して専門的な知識を有する職員（動物愛護担当職員）の配置 ※動物愛護管理法第34条に規定

必要な条例・規則等 市の手数料条例等による申請手数料の設定

目次へ



説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認のうえ、個別に対応

事務処理マニュアル 特になし

人的支援（職員派遣等） 越谷市に平成２７年度から県職員を派遣、川口市に平成３０年度から県職員を派遣

移譲後のフォローアップ 定期研修会を実施

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 76項1号

条例移譲の目安 保健所設置市

移譲済市町村（法令） 指定都市（１市）

移譲済市町村（条例） 中核市（3市）

県担当課（本庁） 保健医療部 生活衛生課 総務･動物指導担当（048-830-3612）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生･薬事担当

事務No 特定動物の飼養許可等76

市町村への支援

基礎データ
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事務No 野犬の収容等77

事務の概要

根拠法令 埼玉県動物の愛護及び管理に関する条例

事務内容

【野犬等の収容】（条例第９条） ：飼養されていない犬や係留されていない犬の収容
【収容犬の公示等】（条例第１０条１項）：飼い主の判明しない野犬等を収容した際、２日間の公示を行う。
【野犬等の処分】（条例第１０条３項） ：公示満了後も引取りのなかった野犬等について処分を行う。
【野犬等の掃とう】（条例第１２条） ：緊急を要する場合、区域・期間を定めて薬物を使用した掃とうを行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・野犬等の収容【条例第９条】 ４１２件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

保健所設置市に事務移譲することで、市は地域の実情に反映した事務を執り行うことができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

なし

想定される事務量
（年間処理件数）

野犬等の収容：約25件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

野犬等を収容する施設、収容した野犬等を運搬する車

必要な条例・規則等 市の手数料条例等による申請手数料の設定
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説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認のうえ、個別に対応

事務処理マニュアル 特になし

人的支援（職員派遣等） 越谷市に平成２７年度から県職員を派遣、川口市に平成３０年度から県職員を派遣

移譲後のフォローアップ 定期研修会を実施

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 76項3号

条例移譲の目安 保健所設置市

移譲済市町村（法令） 独自条例制定市（１市）

移譲済市町村（条例） 中核市（3市）

県担当課（本庁） 保健医療部 生活衛生課 総務･動物指導担当（048-830-3612）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生･薬事担当

事務No 野犬の収容等77

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 動物による事故の届出受理等78

事務の概要

根拠法令 埼玉県動物の愛護及び管理に関する条例

事務内容

【多数の動物の飼養に係る届出】(条例第7条の2） ：多数の動物飼養に係る届出等の受理
【飼い犬又は特定動物による事故の届出】（条例第１５条１項） ：飼い犬又は特定動物が人に危害を加えた際の届出の受理
【飼い犬又は特定動物に係る措置命令】（条例第１６条） ：違反状態により飼養されている犬又は特定動物の飼い主に対する必要な措置の命令
【報告要求、立入検査】（条例第１７条１項） ：必要に応じ飼い主から報告を求め、又は関連施設への立入検査を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

・飼い犬による事故の届出【条例第１５条１項】 ２７９件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

「動物の飼養等に係る生活環境保全の勧告等」、「特定動物の飼養許可等」、「野犬の収容等」に係る事務であり、市は地域の実情に反映した事務を執り行うことができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

なし

想定される事務量
（年間処理件数）

「動物の飼養等に係る生活環境保全の勧告等」、「特定動物の飼養許可等」、「野犬の収容等」に係る事務であり、市は地域の実情に反映した事務を執り行うことができる。

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

狂犬病予防法（3条、6条）の規定に準じた狂犬病予防員及び狂犬病予防技術員に相当する職員の配置

必要な条例・規則等 特になし
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説明会・研修会等 移譲予定市の意向を確認のうえ、個別に対応

事務処理マニュアル 特になし

人的支援（職員派遣等） 越谷市に平成２７年度から県職員を派遣、川口市に平成３０年度から県職員を派遣

移譲後のフォローアップ 定期研修会を実施

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 76項3号

条例移譲の目安 保健所設置市

移譲済市町村（法令） 独自条例制定市（１市）

移譲済市町村（条例） 中核市（3市）

県担当課（本庁） 保健医療部 生活衛生課 総務･動物指導担当（048-830-3612）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生･薬事担当

事務No 動物による事故の届出受理等78

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 喀痰吸引等事業者の登録79

事務の概要

根拠法令 社会福祉士及び介護福祉士法

事務内容
・介護福祉士に喀痰吸引等を行わせる事業所の登録
・認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等を行わせる事業所の登録
・事業所の登録に付随する変更等の届出の受理、登録の更新

主な移譲権限の
R4年度処理件数

喀痰吸引等業務の登録（附則20条による特定行為業務の登録を含む）【法４８条】 ２７件
喀痰吸引等業務の更新登録（特定行為業務の更新登録を含む）【法４８条】 １件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

・市が指定、指導権限を有する介護事業者等については、市が喀痰吸引等事業所の登録事務を併せて行うことで、喀痰吸引等の適切な実施について、より効果的な指導に資する。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等、介護老人保健施設の開設許可等

想定される事務量
（年間処理件数）

事業者登録の申請・登録 ２～５件
変更届出受理 数件
更新登録（喀痰吸引等の行うことができる業務の変更等） 1件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員１名（介護保険施設関係事務兼務 ０．０１割程度）

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 81項

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 未移譲

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３９市）

県担当課（本庁） 福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 喀痰吸引等事業者の登録79

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等80

事務の概要

根拠法令 介護保険法

事務内容

居宅サービス事業等を行う事業者から指定申請を受理し、指定を行う。
・居宅サービス事業者等から指定の更新申請を受理し、指定の更新を行う。
・居宅サービス事業者等から変更届が提出された場合は、変更内容を確認し、変更届を受理する。
・居宅サービス事業者等から事業廃止又は休止の届出がなされたときは、廃止届又は休止届を受理する。
・居宅サービス事業者等に対し、適正な事業運営や業務管理体制の整備について改善措置の勧告、公表を行う。
・居宅サービス事業者等が不正請求や基準違反があった場合等には指定の取消又は効力の停止を行う。
・指定（許可）・辞退・取消等の行った場合には公示する。
・居宅サービス事業者等から業務管理体制の届出を受理する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

新規指定 348件
指定更新 943件
変更届 5488件
廃止、休止届 231件
運営指導【介護保険法第２４条】 ９１２件
集団指導（年２回 内容：事業者がサービスを行う上で必要な情報の提供）

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市が事業所指定等を行うことで、市の高齢者福祉計画や介護保険等の財政的な影響を考慮した高齢者福祉施策の総合的・効率的な推進や、地域の実情に合った事業所との連携、指導が
可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

指定：０～２０件 指定の更新：０～４０件 変更届の受理：０～１００件
廃止・休止届の受理：数件 指定の取消・効力の停止 数件
業務管理体制の届出受理 ０～１０件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員 必要数（老人福祉法届出等事務兼務 ０．９割）

必要な条例・規則等 指定基準は県条例による。申請書様式を規則等で整備する必要がある。
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説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル 介護保険事業者指定の手引（概要編）（申請編） 【県ホームページに掲載】

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 85項1,2,4号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁）
福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）、 施設整備担当（０４８－８３０－３２６０）
福祉部 福祉監査課 介護保険施設担当（０４８－８３０－３２３９）、高齢施設担当（０４８－８３０－３４４６）、介護事業第一担当（０４８－８３０－３２５９）、介護事業第二担当
（０４８－８３０－３２５７）

県担当課
（地域政策機関）

各県福祉事務所 介護保険・施設整備担当

事務No 介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等80

市町村への支援

基礎データ
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事務No 介護老人保健施設の開設許可等81

事務の概要

根拠法令 介護保険法

事務内容

・介護老人保健施設開設者から開設許可申請を受理し、許可を行う。
・介護老人保健施設開設者から更新許可申請を受理し、指定の更新を行う。
・介護老人保健施設開設者から変更許可申請が提出された場合は、変更内容を確認し、変更許可を行う。
・介護老人保健施設開設者から許可事項以外の変更届出や施設再開の届出が提出された場合は、変更内容を確認し、受理する。
・介護老人保健施設開設者から施設廃止又は休止の届出がなされたときは、廃止届又は休止届を受理する。
・介護老人保健施設開設者に対し、適正な事業運営や業務管理体制の整備について改善措置の勧告、公表を行う。
・介護老人保健施設開設者が不正請求や基準違反があった場合等には許可の取消又は効力の停止を行う。
・許可・辞退・取消等を行った場合には公示する。
・介護老人保健施設開設者から業務管理体制の届出を受理する。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

更新 8件
管理者承認 26件
変更届 103件
介護保険法第24条第1項の規定による実地指導 41件
集団指導（年2回 内容：事業者がサービスを行う上で必要な情報の提供）

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

・市の高齢者福祉計画や介護保険等の財政的な影響を考慮したうえで、地域の実情に応じた事業者との調整、指導を行うことができ、高齢者福祉の総合的・効率的な運営が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

・社会福祉事業の許可等（軽費老人ホーム）、老人居宅生活支援事業開始の届出受理等、老人デイサービスセンター等設置の届出受理等、養護老人ホーム・特別養護老人ホームの設置認可等、
有料老人ホーム設置の届出受理等（以上パッケージ方式による事務「（１０）高齢者福祉」）
・介護保険サービス事業者（老健施設を除く）の指定等（以上パッケージ方式による事務「（１１）介護」）

想定される事務量
（年間処理件数）

開設許可：０件 許可の更新：０～１件 変更許可：０件
変更届の受理：数件 廃止・休止届の受理：０件
許可の取消・効力の停止：０件 業務管理体制の届出受理：０件

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員 必要数（介護保険サービス事業所関係事務兼務）

必要な条例・規則等 指定基準は県条例による。申請書様式を規則等で整備する必要がある。
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説明会・研修会等 個別説明

事務処理マニュアル 介護保険事業者指定の手引（概要編）（申請編） 【県ホームページに掲載】

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 個別案件に対する相談・助言

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 85項3号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁）
福祉部 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当（０４８－８３０－３２５４）
福祉部 福祉監査課 介護保険施設担当（０４８－８３０－３２３９）

県担当課
（地域政策機関）

各県福祉事務所 介護保険・施設整備担当

事務No 介護老人保健施設の開設許可等81

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 感染症発生動向調査事業の指定届出機関等の指定82

事務の概要

根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

事務内容

【第14条第1項】 定点把握対象感染症の患者発生状況を地域及び県全体から把握できるように、人口及び医療機関の分布などを勘案し、医師会等の協力を得て指定届出機関を選定し指定する。
【第14条第6項】 指定届出機関が規定に違反したとき又は届出を担当するについて不適当であると認められるときに指定の取消しを行う。
【第14条の2第1項】政令で定める五類感染症（季節性インフルエンザ）の病原体の検出状況を地域及び県全体から把握できるように、人口及び医療機関の分布などを勘案し、医師会等の協力を

得て指定提出機関を選定し指定する。
【第14条の2第8項】指定提出機関が規定に違反したとき又は届出を担当するについて不適当であると認められるときに指定の取消しを行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

11件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

指定届出・提出機関の任期は2年。2年に1回、人口及び医療機関の分布などを勘案した定点数を指定する。

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

人員（兼務）、必要な資格・免許：なし、機器等：なし

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 個別相談、文書提供等

事務処理マニュアル
埼玉県感染症発生動向調査事業実施要綱
埼玉県病原体サーベイランス実施要領

人的支援（職員派遣等） 未定

移譲後のフォローアップ 個別相談等

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 87項

条例移譲の目安 保健所設置市（４市）

移譲済市町村（法令）

移譲済市町村（条例） 保健所設置市（２市）

県担当課（本庁） 保健医療部 感染症対策課 感染症担当

県担当課
（地域政策機関）

事務No 感染症発生動向調査事業の指定届出機関等の指定82

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 障害福祉サービス事業・障害者支援施設等の指定等83

事務の概要

根拠法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事務内容 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、指定障害福祉サービス事業及び障害者支援施設の指定、更新、変更、廃止、指定の取消等及び指定等の公示を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

指定福祉サービス事業者等及び障害者支援施設の指定（法第29条第1項） 183件
指定福祉サービス事業者の変更等の届出（法第46条第1項） 3,092件
指定障害福祉サービス事業者に対する指定の取消等（法第50条第1項） 0件
一般相談支援事業者の指定（法第51条の14第1項） 9件
一般相談支援事業者の指定の取消（法第51条の29第1項）0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実態を熟知している市町村が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

障害福祉サービス事業者に対する勧告命令及び立入検査（事務№８４）
障害者支援施設の設置者等に対する勧告命令及び立入検査（事務№８５）

想定される事務量
（年間処理件数）

障害福祉サービス事業者、障害者支援施設及び一般相談支援事業者の指定については、年４９件程度
変更、廃止等は、年２９５件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

１名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし（事業及び施設基準は県条例による。）
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説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル 埼玉県障害者支援課ＨＰに、指定の手引きや申請書類等を掲載

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 97項第1,2号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁） 福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（０４８－８３０－３３１７）、施設支援担当（０４８－８３０－３３１４）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 障害福祉サービス事業・障害者支援施設等の指定等83

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 指定障害福祉サービス事業者に対する勧告等84

事務の概要

根拠法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事務内容 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、指定障害福祉サービス事業者に対し、法令違反があるときに必要な勧告、命令等を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

指定障害福祉サービス事業者に対する勧告（法第49条第1項）0件
勧告に従わなかったときの公表（法第49条第3項）0件
勧告に係る措置を取るべきことの命令（法第49条第4項）0件
命令をした旨の公示（法第49条第5項）0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実態を熟知している市町村が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

障害福祉サービス事業・障害者支援施設等の指定等（事務№８３）
指定障害者支援施設等の設置者に対する勧告等（事務№８５）

想定される事務量
（年間処理件数）

指定基準違反や不正請求等の事案が生じた場合に事務が発生

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

２名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 97項第1,2号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁）
福祉部 福祉監査課 総務・障害施設・事業担当（０４８－８３０－３５５４）
福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（０４８－８３０－３３１７）、施設支援担当（０４８－８３０－３３１４）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 指定障害福祉サービス事業者に対する勧告等84

市町村への支援

基礎データ
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事務No 指定障害者支援施設等の設置者に対する勧告等85

事務の概要

根拠法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事務内容 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、指定障害者支援施設等の設置者に対して、法令違反があるときに必要な勧告、命令等を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

指定障害者支援施設等の設置者に対する勧告、命令 ０件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実態を熟知している市町村が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

障害福祉サービス事業・障害者支援施設等の指定等(事務№８３）
指定障害福祉サービス事業者に対する勧告等（事務№８４）

想定される事務量
（年間処理件数）

指定基準違反や不正請求等の事案が生じた場合に事務が発生

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

２名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 97項第1号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁）
福祉部 福祉監査課 総務・障害施設・事業担当（０４８－８３０－３５５４）
福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（０４８－８３０－３３１７）、施設支援担当（０４８－８３０－３３１４）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 指定障害者支援施設等の設置者に対する勧告等85

市町村への支援

基礎データ

目次へ



事務No 指定一般相談支援事業者等に対する勧告等86

事務の概要

根拠法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事務内容 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、指定一般相談支援事業者に対して、法令違反があるときに必要な勧告、命令等を行う。

主な移譲権限の
R5年度処理件数

指定一般相談支援事業所等に対する勧告（法第51条の28第1項） 0件
勧告に従わなかったときの公表（法第51条の28第3項） 0件
勧告に係る措置を取るべきことの命令（法第51条の28第4項） 0件
命令をした旨の公示（法第51条の28第5項） 0件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

市町村が移譲権限と関連権限をまとめて活用することで総合行政を展開できる。
地域の実情を熟知している市町村が処理することで迅速で的確な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

指定障害福祉サービス事業・障害者支援施設等の指定等（事務№８３）

想定される事務量
（年間処理件数）

指定基準違反や不正請求等の事案が生じた場合に事務が発生

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

２名以上（他の業務との兼務可）

必要な条例・規則等 なし
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説明会・研修会等 個別対応

事務処理マニュアル なし

人的支援（職員派遣等） 個別対応

移譲後のフォローアップ 個別対応

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 97項第1,2号

条例移譲の目安 市（４０市）

移譲済市町村（法令） 指定都市、中核市

移譲済市町村（条例） １市（未移譲３５市）

県担当課（本庁）
福祉部 福祉監査課 総務・障害施設・事業担当（０４８－８３０－３５５４）
福祉部 障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当（０４８－８３０－３３１７）

県担当課
（地域政策機関）

事務No 指定一般相談支援事業者等に対する勧告等86

市町村への支援

基礎データ
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事務No ふぐ処理施設の認定等87

事務の概要

根拠法令 埼玉県ふぐの取扱い等に関する条例

事務内容 ふぐ処理施設の認定事務及び、立入検査等、営業禁止・停止等の処分を行う

主な移譲権限の
R4年度処理件数

ふぐ取扱施設の認定、認定書交付 5件
専任ふぐ調理師変更届の受理 0件
廃止届の受理及び認定書の返納 14件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

迅速な対応が可能となる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

申請、変更届、廃止届の受理、立入検査等 １０件程度

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

食品衛生監視員

必要な条例・規則等 県条例による
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説明会・研修会等 移譲予定市町村の意向を確認の上、個別に対応する。

事務処理マニュアル 埼玉県ふぐの取扱い等に関する条例等に係る事務処理要領

人的支援（職員派遣等） 市町村との協議によって支援内容を決める。

移譲後のフォローアップ 事務処理にあたっての相談等は、随時受け付ける。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 113項1号

条例移譲の目安 保健所設置市（4市）

移譲済市町村（法令） なし

移譲済市町村（条例） ４市（未移譲なし）

県担当課（本庁） 保健医療部 食品安全課 食品保健・監視担当（０４８－８３０－３６０８）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 生活衛生・薬事担当

事務No ふぐ処理施設の認定等87

市町村への支援

基礎データ
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事務No 埼玉県受動喫煙防止条例に関する届出受理等88

事務の概要

根拠法令 埼玉県受動喫煙防止条例

事務内容

・喫煙可能室を設置する飲食店からの届出（従業員がいない旨、又は、全ての従業員からの承諾を得ている旨）を受理する。また、定期的な報告を受理する。
・利用者等から条例違反の通報等があった飲食店に対し、改善の指導・助言、勧告、公表、命令の対応を行う。
・必要な報告の徴収・立入検査、関係者への質問を行う。
・喫煙可能室設置に係る要件等、飲食店からの相談・問合せに対応するとともに、周知啓発を行う。

主な移譲権限の
R4年度処理件数

喫煙可能室設置施設届出受理【条例第９条第１項】 ４１８件

主な事務の処理フロー

移譲前 移譲後

移譲による
市町村のメリット

健康増進法上の喫煙可能室設置係る届出を受理している市町村が処理することで、受動喫煙防止対策を一体的に推進することができる。

一体的に処理することが
効果的な移譲事務

想定される事務量
（年間処理件数）

喫煙可能室設置施設届出書受理件数 ９４件（保健所設置市４市合計）

必要な組織体制等
（人員・資格・機器等）

健康増進法に対応する職員が併せて対応。
資格、機器は不要。

必要な条例・規則等 埼玉県受動喫煙防止条例施行規則
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説明会・研修会等 令和３年度移譲予定の４市に対し、令和２年３月に情報提供。４月以降、随時、相談・調整を行うとともに、毎年３月に事務説担当者会議を開催

事務処理マニュアル 令和２年度中に県が事務処理マニュアルを作成し、４市に提示

人的支援（職員派遣等） なし

移譲後のフォローアップ 事務担当者会議等を開催し、円滑な事務遂行を図ることとする。

財政支援
・準備経費（権限移譲特別推進交付金）
・事務処理経費（埼玉県分権推進交付金）

事務処理特例 条例別表 116項

条例移譲の目安 保健所設置市（4市）

移譲済市町村（法令） なし

移譲済市町村（条例） ４市（未移譲なし）

県担当課（本庁） 保健医療部 健康長寿課 健康増進・食育担当（０４８－８３０－３５８２）

県担当課
（地域政策機関）

各保健所 保健予防推進担当

事務No 埼玉県受動喫煙防止条例に関する届出受理等88

市町村への支援

基礎データ

目次へ


